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○函館市社会福祉法施行細則 

平成17年９月30日 

規則第73号 

改正 平成23年９月30日規則第49号 

平成29年３月14日規則第16号 

令和２年３月23日規則第30号 

令和３年３月25日規則第27号 

令和４年３月24日規則第19号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）の施行に

ついて，別に定めるもののほか，必要な細則を定めるものとする。 

（社会福祉法人の設立認可の申請書） 

第２条 社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号。以下「省令」という。）第２条

第１項の申請書は，別記第１号様式によらなければならない。 

（社会福祉法人の財産移転の終了の報告） 

第３条 省令第２条第４項の規定による報告は，別記第２号様式の報告書によりしなければ

ならない。 

２ 省令第２条第４項の書類は，次のとおりとする。 

(1) 財産目録 

(2) 法人の登記事項証明書 

(3) 寄附金領収書の写し 

(4) 預金通帳の写し 

(5) 預金残高証明書 

(6) 設立時に土地を寄附された場合または土地に地上権等の権利を設定した場合にあっ

ては，土地の登記事項証明書 

（社会福祉法人の定款の変更認可の申請書） 

第４条 省令第３条第１項の申請書は，別記第３号様式によらなければならない。 

（社会福祉法人の定款の変更の届出書） 

第５条 省令第４条第２項において読み替えて準用する省令第３条第１項の届出書は，別記

第４号様式によらなければならない。 

（社会福祉法人の解散認可等の申請書） 
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第６条 省令第５条第１項の申請書は，別記第５号様式によらなければならない。 

（社会福祉法人の解散の届出） 

第７条 法第46条第３項の規定による届出は，別記第６号様式の届出書によりしなければ

ならない。 

（社会福祉法人の合併認可の申請書） 

第８条 省令第６条第１項の申請書は，別記第７号様式によらなければならない。 

（第１種社会福祉事業の開始の届出） 

第９条 法第62条第１項の規定による届出は，別記第８号様式の届出書によりしなければ

ならない。 

（第１種社会福祉事業の許可の申請書） 

第10条 法第62条第３項の申請書は，別記第９号様式によらなければならない。 

（第１種社会福祉事業の許可事項の変更許可の申請） 

第11条 法第63条第２項の許可を受けようとする者は，別記第10号様式の申請書により市

長に申請しなければならない。 

（施設を必要としない第１種社会福祉事業の開始の届出） 

第12条 法第67条第１項の規定による届出は，別記第11号様式の届出書によりしなければ

ならない。 

（施設を必要としない第１種社会福祉事業の許可の申請書） 

第13条 法第67条第３項の申請書は，別記第12号様式によらなければならない。 

（第２種社会福祉事業の開始の届出） 

第14条 法第68条の２各項の規定による届出は，別記第13号様式によらなければならない。 

（住居の用に供するための施設を必要としない第２種社会福祉事業の開始の届出） 

第15条 法第69条第１項の規定による届出は，別記第14号様式の届出書によりしなければ

ならない。 

（社会福祉事業の変更または廃止の届出） 

第16条 法第63条第１項，第64条，第68条，第68条の３，第68条の４または第69条第２項

の規定による届出は，別記第15号様式の届出書によりしなければならない。 

（身分証明書） 

第17条 省令第12条の証明書は，別記第16号様式によるものとする。 

（社会福祉連携推進認定の申請書） 

第18条 法第126条第１項の申請書は，別記第17号様式によらなければならない。 
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（社会福祉連携推進法人の定款の変更認可の申請書） 

第19条 省令第40条の13第１項の申請書は，別記第18号様式によらなければならない。 

（社会福祉連携推進法人の定款の変更の届出） 

第20条 法第139条第３項の規定による届出は，別記第19号様式の届出書によりしなければ

ならない。 

（社会福祉連携推進方針の変更認定の申請） 

第21条 法第140条の認定を受けようとする者は，別記第20号様式の申請書により市長に申

請しなければならない。 

（社会福祉連携推進法人の解散の届出） 

第22条 法第141条において読み替えて準用する法第46条第３項の規定による届出は，別記

第21号様式の届出書によりしなければならない。 

（社会福祉連携推進法人の代表理事の選定等の認可の申請書） 

第23条 省令第40条の14第１項の申請書は，別記第22号様式によらなければならない。 

（補則） 

第24条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附 則 

１ この規則は，平成17年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に社会福祉法施行細則（昭和28年北海道規則第154号）の規定に

よりなされた手続その他の行為で，同日以後において市長が管理し，および執行すること

となる事務に係るものは，この規則の相当規定によりなされた手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成23年９月30日規則第49号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月14日規則第16号） 

この規則は，平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月23日規則第30号） 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月25日規則第27号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の別記第１号様式，別記第３号様式，別記第５号様式，
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別記第７号様式，別記第９号様式，別記第10号様式および別記第12号様式の規定に基づ

き提出されている申請書は，改正後の別記第１号様式，別記第３号様式，別記第５号様式，

別記第７号様式，別記第９号様式，別記第10号様式および別記第12号様式の規定に基づ

き提出された申請書とみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の函館市社会福祉法施行細則の規定に基づいて作成さ

れている用紙は，当分の間，適宜修正のうえ使用することができる。 

附 則（令和４年３月24日規則第19号） 

この規則は，令和４年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式（第２条関係） 

別記第２号様式（第３条関係） 

別記第３号様式（第４条関係） 

別記第４号様式（第５条関係） 

別記第５号様式（第６条関係） 

別記第６号様式（第７条関係） 

別記第７号様式（第８条関係） 

別記第８号様式（第９条関係） 

別記第９号様式（第10条関係） 

別記第10号様式（第11条関係） 

別記第11号様式（第12条関係） 

別記第12号様式（第13条関係） 

別記第13号様式（第14条関係） 

別記第14号様式（第15条関係） 

別記第15号様式（第16条関係） 

別記第16号様式（第17条関係） 

別記第17号様式（第18条関係） 

別記第18号様式（第19条関係） 

別記第19号様式（第20条関係） 

別記第20号様式（第21条関係） 

別記第21号様式（第22条関係） 

別記第22号様式（第23条関係） 

 


